

































































































































































































































負担率 0% 0 ～ 2％ 2 ～ 4％ 4 ～ 6％ 6％以上
Ⅰ 1998 0.7% 0.02% 0.07% 14.08% 14.18% 1936 36 18 7 1 
Ⅱ 1998 4.1% 0.14% 0.41% 10.92% 11.47% 1555 253 80 72 38 
Ⅲ 1998 10.4% 0.38% 1.04% 10.20% 11.62% 827 498 496 83 94 
Ⅳ 1998 16.8% 0.67% 1.68% 9.79% 12.13% 338 545 639 382 94 
Ⅴ 1998 22.9% 0.97% 2.29% 10.03% 13.29% 118 311 767 552 250 
Ⅵ 1998 29.0% 1.34% 2.90% 10.03% 14.26% 29 190 497 703 579 
Ⅶ 1998 35.3% 1.84% 3.53% 10.05% 15.42% 2 37 293 733 933 
Ⅷ 1998 40.3% 2.51% 4.03% 10.18% 16.73% 0 6 98 665 1229 
Ⅸ 1998 47.1% 3.67% 4.71% 10.00% 18.38% 0 0 33 399 1566 
Ⅹ 1998 61.8% 8.97% 6.18% 8.24% 23.38% 0 0 12 246 1740 






































































































410 億 SEK と住民税の 1/10 以下である。その上









を、表 3 で示した。表は 20 万 SEK、50 万 SEK
の給与を稼ぐ個人を例にとり 2）、給与に対する税
負担の実態を示した。20 万 SEK が低所得、50 万






















　　＊ "Tax in Sweden 2008" より作成













































勤労所得 20 万クローネのケース 勤労所得 50 万クローネのケース
勤 労 所 得 に
対 す る 比 率
（単位；％）
備考
勤 労 所 得 に
対 す る 比 率
（単位；％）
備考
勤労所得 100 20 万クローネ 100 50 万クローネ
勤労所得税
（国、税額控除前） 〈A〉 0.00 
税率ゼロのブラケットが適用さ
れる 6.97 
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2010 年 1 月号。
5）自治体間の財政調整も行われているが、日本との違いは、その基準が外形的な基準によって決定されることである。そのため、そ
れが自治体のインセンティブに影響を及ぼすことがない（Ministry of Finance, Swedish Government、2008）。
